
財務諸表の注記
Ⅰ．重要な会計方針

　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準
協議会）によっています。

1．固定資産の減価償却について
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　法人税法の規定による定率法によっています。なお、取得価額30万円未満の減価償却資産については、
即時償却ないし3年間均等償却を採用しています。

（2）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数として、残
存価格を零とする定額法を採用しています。（平成21年4月1日以降契約分）
なお、平成21年3月31日以前契約分の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

2．引当金の計上基準について
　退職給付引当金の繰入額は、正職員が、その時自己都合により退職したものと仮定した場合に、各人に
つき、退職給与規定により計算される当期末退職給付要支給額に相当する金額から中小企業退職金共済給
付額を控除した金額を計上しています。

3．消費税等の会計処理
消費税は税込み方式によっています。

Ⅱ．委託料収入の内訳

Ⅲ．事業費の内訳
事業別損益の状況は以下の通りです。
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1,600,000円滋賀県障害者権利擁護支援事業（滋賀県受託）
滋賀県高齢者権利擁護支援センター運営事業(滋賀県受託） 3,900,000円

大津市障害者虐待防止センター等業務（大津市受託） 14,626,700円
高齢者虐待対応指導・弁護士相談事業(大津市受託） 1,155,000円

（合計） 46,519,700円

25,238,000円大津市権利擁護サポートセンター運営事業（大津市受託）

（単位：円）

滋賀県 大津市 成年後見 事業部門計 管理部門 合　計

791,000 791,000
0

893,000 893,000
　4.事業収入 999,000 999,000
  5. 利用者負担収入 1,060,925 1,060,925 1,060,925

5,500,000 41,019,700 30,830,780 77,350,480 0 77,350,480
4,000 510,010 514,010 189,338 703,348

5,500,000 41,023,700 32,401,715 78,925,415 2,872,338 81,797,753

（1）人件費
　給料手当 3,596,420 30,014,530 22,164,148 55,775,098 2,539,998 58,315,096
　通勤手当 0 963,084 954,170 1,917,254 50,708 1,967,962
　法定福利費 871,250 4,910,772 2,951,357 8,733,379 184,608 8,917,987
  福利厚生費 0 131,700 66,867 198,567 328,391 526,958
　退職金 0 156,000 0 156,000 0 156,000
　退職給付引当金繰入額 0 0 0 0 0
　中退共掛金 776,640 515,360 1,292,000 0 1,292,000
　人件費計 4,467,670 36,952,726 26,651,902 68,072,298 3,103,705 71,176,003

（2）その他経費
　報償費 596,840 914,450 909,001 2,420,291 578,000 2,998,291
  業務委託費 0 0 0 0 0
　会議費 566 10,907 684 12,157 0 12,157

　　 　通信費 118,060 636,266 569,352 1,323,678 218,225 1,541,903
　消耗品費 170,374 213,994 281,895 666,263 129,408 795,671
　図書研修費 0 120,420 16,300 136,720 4,950 141,670
  印刷製本費 47,960 63,000 0 110,960 990,110 1,101,070
  修繕費 0 0 0 0 2,981 2,981
　支払利息 0 0 0 0 0 0
　車両費 0 431,567 84,028 515,595 0 515,595
　旅費交通費 10,305 466,748 266,496 743,549 19,394 762,943
　減価償却費 0 139,216 89,958 229,174 336,122 565,296
　地代家賃 0 458,656 396,000 854,656 360,000 1,214,656
　使用料賃借料 37,700 384,666 80,256 502,622 312,590 815,212
　水道光熱費 0 132,476 10,000 142,476 361,440 503,916
　租税公課 0 47,200 101,500 148,700 5,717,600 5,866,300
　接待交際費 9,425 15,582 5,000 30,007 174,669 204,676
　保険料 0 309,372 753,027 1,062,399 33,462 1,095,861
　諸会費 0 0 10,000 10,000 44,375 54,375
　支払手数料 1,100 8,647 4,649 14,396 21,391 35,787
　　貸倒償却 17,169 17,169 17,169
　雑費 0 600 215,754 216,354 40,325 256,679
　その他経費計 992,330 4,353,767 3,811,069 9,157,166 9,345,042 18,502,208

5,460,000 41,306,493 30,462,971 77,229,464 12,448,747 89,678,211
40,000 △ 282,793 1,938,744 1,695,951 △ 9,576,409 △ 7,880,458

　5.その他収益
　経常収益計
Ⅱ経常費用

　経常費用計
　　当期経常増減額

　6.委託料収入

科　　目
Ⅰ経常収益
　1.受取会費
　2.受取助成金等
　3.受取助成金



Ⅳ．固定資産の増減内訳

有形固定資産
車両運搬具
リース資産
什器備品
建物
建物付属設備

投資その他の資産
差入保証金
預託金
退職給付引当預金

Ⅴ．リースに関する注記

1．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
資産の種類 減価償却累計額相当額
工具器具備品
自動車

2．未経過リース料期末残高相当額
一年内
一年超
合計
なお、上記の金額には消費税等を含んでいます。

Ⅵ.　役員及びその近親者との取引内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（活動計算書）
受取寄付金
　活動計算書
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取得価額相当額 期末残高相当額
   839,608円   239,888円 659,692円

6,451,208

295,208 245,95049,258

合計
7,724,412 1,273,204 6,451,208

66,000
47,280 47,280 47,280
66,000

11,131,114 4,690,000 1,273,204 14,547,910 565,296 13,982,614

66,000

893,000円 197,000円
893,000円 197,000円

 7,961,187円 7,961,180円 　   ７円

0円
659,692円
659,692円

財務諸表に計
上された金額

内役員及び近
親者との取引

121,261 121,261 30,367 90,894
2,037,338 4,690,000 6,727,338 305,755 6,421,583

期末取得価額 当期償却額 期末帳簿価額

839,608 839,608 179,916 659,692
7 7 0 7

295,208

（単位：円）
科　　目 期首取得価額 取  得 減  少


